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1　はじめに
　周知の通り，伝統的な原価計算に代わる原価計算手法として，1980年代後半に活動基準原価計算
（Activity－Based　Costing；以下，　ABCと略す）が体系化された。　ABCが体系化された背景として
は，消費老の多様なニーズに伴う多品種少量生産への移行，FA（Factory　Automation）化の進展に
よる製造間接費の増大といった企業環境の変化が関係していた。このような企業環境において，製造
間接費の増大と直接的な因果関係を有しない伝統的な原価計算における操業度関連の配賦基準では，
製造間接費の配賦方法の適合性を失いつつあった。そこでABCでは，活動を識別し，原価の発生と
因果関係の深いコスト・ドライバー（cost　driver）を用いることによって，伝統的な原価計算よりも
正確な製造間接費の割り当てが可能となった。また，ABCは活動ごとに原価を集計するため，各活
動が価値付加的か否かを検討することができ，このABC情報を利用して活動基準管理（Activity－
Based　Management；以下，　ABMと略す）を実施し，原価低減を図ることも可能となった。
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　当初，製造業を前提に体系化されたABCは，近年においては病院，鉄道，銀行といったサービス
業1，さらには電気通信事業においても導入され，その適用範囲を広げている。
　電気通信事業におけるABCは，「接続会計」の中で主として導入された。「接続会計」とは，日本
電信電話株式会社（以下，NTTと略す）が新規参入の電気通信事業者との接続に関連する電気通信
設備の収支を算定・公表し，この算定結果を基礎にして相互接続料金を計算する電気通信事業におけ
る会計制度である。支配的な電気通信事業者であるNTTは，特に市内通信網（市内交換機および加
入者回線）を独占しており，新規参入の電気通信事業者が長距離通信サービスを提供する場合には，
自社の回線網を所有するほかにNTTの市内通信網に接続する必要がある。そのため，新規参入の電
気通信事業者は，NTTに相互接続料金を支払うことによってNTTの市内通信網に接続し，長距離
通信サービスを提供することになる。この相互接続料金は新規参入の電気通信事業者の料金設定に多
大な影響を与えるため，電気通信事業者間の公正な競争を確保する観点から正確に設定される必要が
あり，1997年に「接続会計」が確立された。この「接続会計」において，NTTが新規参入の電気通
信事業者との接続に関連する電気通信設備の間接費・共通費を原価計算対象に割り当てる際に，
ABCが導入されることになった。
　そこで本稿では，まず，NTTに課せられている「接続会計」導入の経緯，概要について触れる。
次いで，NTTの「接続会計」におけるABCの適用，問題点について究明する。最後に，電気通信
事業におけるABCの今後の展望について示したい。
皿　NTTの「接続会計」
1．「接続会計」導入の経緯
　日本の電気通信事業においては，1985年に日本電信電話公社（以下，電電公社と略す）が民営化
されてNTTとなり，同時に電気通信市場に競争が導入された。この電気通信市場への競争導入によ
り，DDI（第二電電）2，日本テレコムなどの新規参入の電気通信事業者は，収益性の高い長距離通信
分野に参入した。
　図表1に示されるように，電電公社民営化後，新規参入の電気通信事業者がA～B間で長距離通
信サービスを提供する際，新規参入の電気通信事業者は独自の回線網を所有するほかに，ZC（市外
交換機）に接続してA～ZC間，　B～ZC間のNTTの回線網を利用しなければ長距離通信サービスを
提供することができなかった。また，1995年にNTTがネットワークをオープン化したことに伴い，
新規参入の電気通信事業者はGC（市内交換機）からでも接続することが可能となったが，依然とし
てA～GC間，　B～GC間のNTTの回線網を利用しなければ長距離通信サービスを提供することがで
きない状況に置かれている（図表2参照）3。
　このA～ZC間，　B～ZC間は，かつて法的な独占が認められていた電電公社時代の回線網を電電公
社民営化後にNTTが引き継いだため，現在でもNTTの独占状態にある4。特にA～GC間，　B～GC
間の回線網であるNTTの加入者回線は，　GCから全国の各家庭とを繋ぐ回線であり，新規参入の電
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図表1　ネットワークのオープン化前の相互接続
　新規参入の電気通信事業者の回線網
．回……一一［li］、
O　A　　　　　　　　　GC（Group　Center）：市内交換機　　　　　　　B　O
　　　　　　　　　　　　　　　ZC（Zone　Center）：市外交換機
　　　　　　　　　　　　　　　POI：相互接続点
　　　　　　　　　　　　　　　AおよびB：利用者
（出所）福家秀紀『情報通信産業の構造と規制緩和一日米英比較研究』，NTT出版，2000年，50頁を参考に作成。
図表2　ネットワークのオープン化後の相互接続
　　新規参入の電気通信事業者の回線網
／回一一一一一一一一一一一一一回＼
O　　　A　　　　　　GC、　ZC．　POI．　AおよびBは図表1に準拠する・
（筆者注）新規参入の電気通信事業者は，ZCもしくはGC双方で接続が可能である。
（出所）図表1に同じ，38頁，50頁を参考に作成。
○
気通信事業者にとって自社の回線を新たに設置することは現実的に困難である5。そこで新規参入の
電気通信事業者はNTTの市内通信網に接続して長距離通信サービスを提供することになるが，その
市内通信網の接続の対価として，新規参入の電気通信事業者はNTTに相互接続料金を支払わなけれ
ばならない。
　この相互接続料金は，新規参入の電気通信事業者における電気通信料金の設定に多大な影響を及ぼ
す。1998年度にKDD，　DDI，日本テレコムの3社がNTTに支払った相互接続料金の合計額は1，889
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億円であり，3社の事業収入合計額（4，879億円）の約4割にのぼった6。仮に，相互接続料金が引き
下げられれば，新規参入の電気通信事業老は自社の電気通信料金を引き下げることが可能となり，電
気通信市場のさらなる競争が促進されることになる。また，電気通信市場における競争がより進展す
れば，電気通信サービスの利用者にとってもその利益を享受することが可能となる。従って，如何に
相互接続料金を設定するかということは，電気通信事業において重大な課題であった。しかしなが
ら，従来の接続に関する制度は原則としてNTTと新規参入の電気通信事業者との協議に委ねられて
いたため，接続の条件，そして相互接続料金の算定方法は不透明であった。そこでNTTと新規参入
の電気通信事業者との公正競争を確保するために，接続ルールの確立が求められ，1996年12月に
「接続の基本的ルールの在り方について」の答申が公表された。それを受けて，翌年の1997年の6月
に「電気通信事業法」が改正され，11月に「電気通信事業法施行規則」についても改正された。さ
らに12月には，接続に関する会計処理の省令である「指定電気通信設備接続会計規則」並びに「指
定電気通信設備の接続料に関する原価算定規則」が制定された（図表3参照）。これら一連の接続ルー
ルの確立によって，接続の基本的な利用条件が定められるとともに，「接続会計」も導入されること
になった。
図表3　日本における相互接続ルールの経緯
1996年12月
1997年6月
　　11月
　　12月
「接続の基本的ルールの在り方について」の答申の公表
「電気通信事業法」の改正
「電気通信事業法施行規則」の改正
「指定電気通信設備接続会計規則」
「指定電気通信設備の接続料に関する原価算定規則」の制定
（出所）福家秀紀「電気通信事業の公正競争と『接続会計』」『公益事業研究』，
　　　第50巻第2号，1998年，17頁を参考に作成。
2．　「接続会計」の概要
　「接続会計」とは，指定電気通信事業者に対して，接続に関連する指定電気通信設備の収益・費用
を算定・公表させ，この算定結果を基礎にして相互接続料金を計算する電気通信事業の会計制度であ
る。この中の指定電気通信設備とは，各都道府県において，加入者回線総数の過半数を超える割合で
設置している設備およびこれと一体として設置している設備のことである。前述したように，加入者
回線はNTTの独占状態にあるため，　NTTの電気通信設備は指定電気通信設備に相当し，　NTTは指
定電気通信事業者ということになる。NTTは1999年7月に再編成され，純粋持株会社となり，現在
では市内通信サービスを提供している東日本電信電話株式会社（以下，NTT東日本と略す）および
西日本電信電話株式会社（以下，NTT西日本と略す）が「接続会計」の適用を受けることになる7。
　また，「接続会計」では，指定電気通信設備の管理運営に必要な部門である指定設備管理部門と電
気通信役務の販売に必要な部門である指定設備利用部門とに分類される。相互接続料金は，電気通信
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図表4　接続会計のイメージ
利　　用　　者
利用者料金
「昌一一一一一一一一一一一一一一一一一一「
戟@　　　　　　　　　l新規参入の電気通
M事業者（KDDI、
坙{テレコム等）
卜『rコミュニ
Pーションズ
?????
指定設備
@　利用部門
旧互接続料金 …………@同一料金　…・・……・ ．．一．＿一一一一一一一一一」
?????????
「一一一一一一一一一一 一　一　一　一　｝　一　一　一　昌　一　一　一　一　一　一　一　一　一　■　一　一　一　一　一　一
??????????????????
指定設備管理部門
i　　　　　M煉躰．N晒日本　　　市内酷部門i」＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿一＿一＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿一＿＿」
（出所）福家秀紀「電気通信における公正競争政策としての『接続会計制度』の意義と問題点」『lnfoCom　REV－
　　　IEW』，第11号，1997年，8頁（一部修正）。
役務の販売，広告宣伝活動等といった接続に関連のない指定設備利用部門の原価を除外し，指定設備
管理部門で集計された管理運営費に他人資本費用，自己資本費用，利益対応税の合計額を加えて算定
された8。従って「接続会計」においては，指定電気通信設備を上記二つの部門に区分することによ
って接続に関連のない原価が除外されるため，より正確な相互接続料金を算定することが可能となっ
た。さらにNTT東日本・NTT西日本は電気通信事業の公正競争確保の観点から，　NTT再編成後の
長距離通信事業を営むNTTコミュニケーショソズに対しても，また新規参入の電気通信事業老に対
しても同一の相互接続料金を提供しなければならない（図表4参照）。仮に，NTT東日本・NTT西
日本がNTTコミュニケーションズに対しては廉価な相互接続料金を，新規参入の電気通信事業者に
対しては高価な相互接続料金をそれぞれ提供するのなら，電気通信事業における公正競争が著しく阻
害されることになるため，同一の相互接続料金が要請されるのである。
　「接続会計」では，NTT東日本・NTT西日本がそれぞれ「接続会計報告書」を作成し，公表しな
ければならない9。「接続会計報告書」は，接続会計財務諸表（損益計算書，使用平均資本及び資本報
酬計算書，固定資産明細表，固定資産帰属明細表，設備区分別費用明細表）およびその会計処理の基
準等を公表する。上述の相互接続料金算定の基礎となる指定設備管理部門で集計された管理運営費
も，この接続会計財務諸表に基づいて算定される。接続会計財務諸表を作成するためには当然，指定
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電気通信設備で発生した原価を指定設備管理部門および指定設備利用部門に割り当てる必要がある。
そこで「接続会計」では，指定設備管理部門および指定設備利用部門への原価割り当ての際に，従来
までの伝統的な原価配賦方法を見直し，当該部門の業務活動量を的確に表すコスト・ドライバーを用
いて原価を割り当てるABCを導入した10。従って，電気通信事業におけるABCは，相互接続料金
算定の基礎となるNTT東日本・NTT西日本の「接続会計報告書」の作成において，指定電気通信
設備で発生した原価を指定設備管理部門および指定設備利用部門に割り当てる際に適用されたのであ
った。
　なお，指定設備管理部門で集計された管理運営費に他人資本費用，自己資本費用，利益対応税の合
計額を加算する上述の相互接続料金の算定方法は，長期増分費用方式採用までの期間において適用さ
れ，2000年度からの相互接続料金の算定においては，長期増分費用方式が適用されることになっ
た11。電気通信審議会の答申によれば，この長期増分費用方式は「ネットワークを現時点で利用可能
な最も低廉で最も効率的な設備と技術を利用する前提でコストを算定するものであり，独占的な地域
通信網（筆者注：市内通信網）の提供における不効率を排除した競争価格の水準を示すもの」と解さ
れている12。会計情報に基づく原価は歴史的原価（historical　cost）を用いており，歴史的原価を基礎
とする相互接続料金は，過去におけるNTT東日本・NTT西日本の過剰な設備投資，過剰雇用とい
った非効率を排除することができない13。そこで長期増分費用方式では歴史的原価を用いるのではな
く，将来志向の原価（forward　looking　cost）という新しい概念を前提として相互接続料金を算定す
ることになった14。長期増分費用方式については，別の機会に検討したい。
皿　NTTの「接続会計」とABC
1．「接続会計」におけるABCの適用
　NTT東日本・NTT西日本で適用されたABCは，製造業のABCと同様，資源を活動セソターに
割り当て，活動セソターからコスト・ドライバーを用いて原価計算対象に原価を跡づける。ここで資
源に相当するのは，指定電気通信設備で発生した間接費・共通費であり，「指定電気通信設備接続会
計規則」によれば，営業費，運用費，施設保全費，共通費，管理費，試験研究費および試験研究費償
却，減価償却費，租税公課等が挙げられている。活動センターについては後述するように，六つの活
動セソターが設定されており，一部，電気通信設備が活動センターとして設定されている。原価計算
対象に相当するのは，指定設備管理部門および指定設備利用部門をさらに細分化した各電気通信設備
であり，それは設備区分と称される。指定設備管理部門の設備区分は，加入者回線，主配線盤，端末
系交換設備，中継系交換設備等の電気通信設備に細分化され，指定設備利用部門は端末設備，指定外
県内伝送路，県間伝送路，サービス活動等に細分化される。指定設備管理部門における設備区分の細
分化については，前述した1995年のネットワークのオープソ化と関連していた。すなわち，ネット
ワークのオープソ化後，新規参入の電気通信事業者は自社の必要性に応じて接続箇所を自由に選択で
きるようになったため，NTT東日本・NTT西日本はその接続箇所である各設備区分ごとに原価を
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図表5　NTT東日本・NTT西日本の「接続会計」におけるABC
（資源）
（活動
センター）
（原価計算
　　　対象）
???
支援設備
主要設備
　　設備区分
指定設備管理部門
接費
全般管理
サービス活動
設備への帰属
の明確な営業
費・運用費
　　設備区分
指定設備利用部門
（出所）NTT西日本『1999年度　接続会計報告書』を参考に作成。
把握し，その原価を基礎として相互接続料金をそれぞれ算定することになった。従って，指定設備管
理部門の設備区分は，新規参入の電気通信事業老の接続可能な電気通信設備であると同時に，原価を
集計する原価計算対象でもある。他方，指定設備利用部門の設備区分は相互接続料金算定の基礎とは
ならないが，接続会計財務諸表作成の基礎となるため原価が割り当てられる。以下では，図表5を
参照しながら，NTT東日本・NTT西日本が適用したABCの原価割り当ての流れについて，具体的
に見ていくことにする。
　第一に，ABCを適用するにあたっては，　NTT東日本・NTT西日本の接続に関する主要な活動を
識別し，その活動の原価集計単位である活動セソターを設定しなければならない。NTT東日本・
NTT西日本の「接続会計報告書」によれば，活動センターは「主要設備」，「サービス活動」，「設備
への帰属の明確な営業費・運用費」，「試験研究」，「支援設備」，「全般管理」の六つに区分され，各活
動センター内にはそれぞれ活動が設定されている15。六つの活動センターを見てもわかるように，
NTT東日本・NTT西日本で適用されたABCは，「主要設備」，「支援設備」といった電気通信設備
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を活動および活動センターとして捉える点に特徴がある。製造業のABCにおける活動は，材料の受
注，価格交渉，部品図面の作成等，比較的容易に活動として認識することが可能であるが，果たして
電気通信設備を活動として捉えることは可能であろうか。
　櫻井によれば，活動とは「ある機能の目的を遂行するのに必要とされる行為である。」と定義さ
れ16，Raffish＆Turneyによれば，活動とはrABCの目的に役立つ組織内で遂行される行為（ac－
tions）の集合」と定義されている17。両者の定義に従えば，活動は「行為」もしくは「行為の集合」
であり，動的な状態であるといえる18。電気通信設備は固定資産であるため，一見，静的な状態に感
じられる。しかし，「主要設備」，「支援設備」は電気通信のネットワークを構築するために稼働する
もしくはそれを支援するのに必要とされることから，活動として認識することが可能であると考えら
れる。また，TurneyはABCの前提となる仮定として，「活動が資源を消費し，製品が活動を消費す
る」と記述している19。ここで資源を前述した運用費，管理費，施設保全費等の原価とし，活動を電
気通信のネットワーク構築のために稼働するもしくはそれを支援する「主要設備」，「支援設備」とし，
製品を電気通信サービス提供のために接続する各設備区分として，TurneyによるABCの前提とな
る仮定にあてはめて考えてみる。電気通信のネットワークを構築するために「主要設備」，「支援設備」
が稼働するには，運用費，管理費，施設保全費等の資源を消費する必要があり，電気通信サービス提
供のために接続する各設備区分は，この電気通信のネットワークを構築するために稼働するもしくは
それを支援する「主要設備」，「支援設備」を消費するとあてはめることが可能となることからも，電
気通信設備を活動として捉えることができよう。電気通信設備それ自体は有形であるが，電気通信
サービスの提供は不可視的であるため，電気通信設備を活動として捉えることに違和感を感じるので
ある。このように，電気通信のネットワークを構築するために稼働するもしくはそれを支援する設備
として電気通信設備を捉えれば，電気通信設備を活動として認識することは可能であると思われる。
電気通信設備を活動として認識することについて福家は，「ABCの拡張性を示すものと言えよう。」
と指摘している20。
　また，NTT東日本・NTT西日本に適用されたABCのもう一つの特徴としては，「支援設備」お
よび「全般管理」を活動センターの中間に設定し，活動セソターを二段階に認識していることであ
る21。「支援設備」とは，電力設備，総合監視設備，試験受付設備など「主要設備」を支援する活動
センターであり，他方「全般管理」とは，支店等における共通的業務並びに本社等の管理部門におけ
る企画管理業務に関する活動センターである。「支援設備」および「全般管理」はその性質から，主
要な活動センターとして設定するのではなく，補助的な活動センターとして設定することによって，
より合理的な原価の割り当てを可能にする。
　第二に，活動および活動セソターが設定されると，指定電気通信設備で発生した原価である資源の
原価が，第一段階の割り当てとして上記六つの活動センターに割り当てられる。ここでの割り当て基
準は資源ドライバー（resource　driver）に相当し，加入数比，支出額比，固定資産価額比等によって
各活動センターに割り当てられる22。また，これらの活動センターの他にも建物，租税公課等，上記
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図表6　コスト　ドライバーの例
活動センター 活　　動 コスト・ドライバー
総合監視設備 監視対応件数比
支援設備 試験受付設備 故障件数比
電力設備 仕様電力値比
資材業務 当年度取得固定資産価額比
設備企画 取得固定資産価額比
全般管理
研　　修 稼働人員数比
総務，厚生，人事 支出額比
通信用建物 占有面積比
試験研究
通信用電力装置 仕様電力値比
（出所）櫻井通晴『ABCの基礎とケーススタディ』，東洋経済新報社，
　　　2000年，226頁およびNTT西日本『1999年度　接続会計報告書』
　　　を参考に作成。
の二以上の活動センターに共通的に係わる原価を集計する「活動支援」が存在し，占有面積比，正味
固定資産額比等によって，六つの活動セソターにそれぞれ帰属される。
　資源の原価並びに「活動支援」からの原価が六つの活動セソターに帰属されると，第三として「支
援設備」，「全般管理」，「試験研究」から「主要設備」および「サービス活動」に原価が割り当てられ
ることになる。「主要設備」および「サービス活動」は活動セソターであるが，原価計算対象である
指定設備管理部門および指定設備利用部門の各設備区分に原価を割り当てる前に，電気通信のネット
ワークを構成する「主要設備」に係わる原価と電気通信役務の販売，契約事務等の業務である「サー
ビス活動」に係わる原価とに大きく分類して原価を割り当てることになる。「支援設備」，「全般管理」，
「試験研究」から「主要設備」および「サービス活動」への割り当ては，製造業のABCにおける第
二段階の割り当てであり，その原価割り当て基準はコスト・ドライバーに相当する23。このコスト・
ドライバーの例は，図表6に示される。
　「支援設備」，「全般管理」，「試験研究」に整理された原価は，上記のコスト・ドライバーを用いて
「主要設備」および「サービス活動」，そして「設備への帰属の明確な営業費・運用費」の各活動セン
ターに割り当てられる。「支援設備」は主要設備を支援する活動セソターであるため，「支援設備」に
整理された原価は「主要設備」のみに割り当てられる。「全般管理」に整理された原価は，「主要設備」
および「サービス活動」に割り当てられるほか，「設備への帰属の明確な営業費・運用費」に対して
も割り当てられる。「試験研究」に整理された原価は，「主要設備」および「サービス活動」に割り当
てられることになる。
　最後に，上記までに整理された「主要設備」の原価は，回線数比等の基準により原価計算対象であ
る指定設備管理部門および指定設備利用部門の各設備区分に割り当てられる。また，「サービス活動」
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は電気通信の販売等の活動であるため，相互接続料金算定の基礎となる指定設備管理部門の設備区分
には割り当てられず，指定設備利用部門の設備区分のみに割り当てられることになる。さらに，「設
備への帰属の明確な営業費・運用費」は指定電気通信設備との接続に係わる営業費・運用費を集計す
る活動センターであるため，契約回線数比等の基準により指定設備管理部門および指定設備利用部門
の各設備区分に割り当てられる。以上までが，NTT東日本・NTT西日本で適用されたABCによる
原価割り当ての流れである。
　従来，相互接続料金算定の基礎となる間接費・共通費の配賦は，回線数，固定資産価額，従業員数
等の操業度関連の配賦基準に基づいて行われてきた24。電気通信事業における間接費・共通費の発生
が操業度に対して関連性を持つならば，従来の配賦基準によっても原価配賦の適合性を見出すことが
できよう。しかし，支援活動等に必要な原価は，必ずしも操業度の増減では変化せず，支援活動に関
連した活動の増減によって変化する。例えば，「支援設備」の総合監視設備，試験受付設備で発生す
る原価は，操業度の増減に応じて発生する原価ではないため，従来の操業度関連の配賦基準による原
価配賦では，原価計算対象の原価情報が歪められることになる。そこで，原価の発生と因果関係の深
いコスト・ドライバーを用いるABCを適用したことによって，従来の操業度関連の配賦基準による
原価配賦よりも正確な相互接続料金の基礎となる原価の算定が可能となった。特に，電気通信事業に
おける相互接続料金はNTT東日本・NTT西日本だけの問題ではなく，相手方である新規参入の電
気通信事業者の料金設定，ひいてはその利用者に対しても多大な影響を及ぼす。従って，相互接続料
金を正確に算定することは重大な課題であり，相互接続料金の算定において従来の操業度関連の配賦
基準を見直し，正確な原価の割り当てが可能であるABCを適用したことは評価することができる。
また，電気通信事業は装置産業であり，間接費・共通費の原価構成比率は非常に高いため，ABCの
理想的な適用対象であったといえよう。
2．「接続会計」におけるABCの問題点
　上述のように，NTT東日本・NTT西日本は「接続会計」においてABCを適用したが，そこで生
じたABCの限界および問題点は以下のようになろう。
　第一に，NTT東日本・NTT西日本の相互接続料金に係わる原価算定の仕組みには，整合性が確
保されていなかったことである。図表7を見ると，NTT東日本もしくはNTT西日本の決算値，す
なわち財務会計によって算出された原価は，市内通信業務とそれに附帯する業務とに区分計理され，
市内通信業務に計理された原価は，前述のABCを用いて指定設備管理部門および指定設備利用部門
に割り当てられる。この財務会計によって算出された原価から，市内通信業務およびそれに附帯する
業務とに区分計理される際には，ABCが用いられずに伝統的な配賦基準が用いられていた。「電気通
信事業会計規則」によれば，市内通信業務とそれに附帯する業務とに配賦される原価は共通費，管理
費，試験研究費，減価償却費，租税公課等であり，それらの配賦基準としては例えば，管理費に対す
る管理部門以外の部門の人件費比または支出額比，試験研究費に対する営業収益額比または関連する
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図表7　NTT東日本・NTT西日本の相互接続料金に係わる原価算定の仕組み
NIT東日本／NTr西日本の決算値
r－一一一一一一一一一一一一，一「一一一一一一一一一一雫一一一
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@　接続会計（ABCを適用）
指定設備管理部門 指定設備利用部門
（注）点線内は伝統的な配賦計算。
（出所）図表3に同じ，21頁（一部修正）。
支出額比等が挙げられている。
　このようにNTT東日本・NTT西日本の相互接続料金に係わる原価算定は，伝統的な配賦基準に
よる配賦計算とABCによる原価割り当ての双方が用いられており，全体として整合性が保たれてい
なかった。福家が指摘するように，「伝統的な配賦基準によって分計された結果に，ABC手法を適用
してもその効果には限界がある。」といえる25。相互接続料金算定の基礎となる原価を正確に算定す
るためにABCを導入したのなら，本来，市内通信業務とそれに附帯する業務とに区分計理する際に
もABCを適用すべきであり，その適用は決して困難なことではなかったであろう。相互接続料金の
算定に直接関連する市内通信業務の原価に対してのみABCを適用したことは，安易であったように
思える。
　第二に，NTT東日本・NTT西日本に適用されたABCには，プロセス管理の視点が欠如していた
ことである。プロセス管理とは，各々の活動が価値付加的か否かを検討し，活動を統制することであ
る26。ABCの当初の目的は，間接費配賦の精緻化による正確な製品原価の算定であった。これにつ
いては，前述した通り，NTT東日本・NTT西日本に適用されたABCについても各設備区分に対す
る正確な原価の割り当てが行われていたため，その目的は達成されていたといえる。他方，ABCは
プロセス管理の視点に有用な情報を提供する。ABCによって活動が識別され，活動ごとに原価が集
計されると，付加価値を生む活動と付加価値を生まない活動を識別するのに有用な情報が提供され
る。この有用なABC情報を利用し，プロセスの変革を行い，付加価値を生まない活動を除去するこ
とによって原価低減がもたらされる27。すなわち，ABC情報を利用することによって，　ABMへの展
開が可能となるのである。NTT東日本・NTT西日本に適用されたABCにおいても，活動を識別
し，活動ごとに原価が集計されたため，プロセスの変革を行うことによって原価低減をもたらすこと
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は可能であったと思われる。しかしながら，ABCが適用されたNTT東日本・NTT西日本は，　ABC
情報からABMを実施し，原価低減を実現しようというインセンティブは当然のことながら働かなか
ったであろう。なぜなら，NTT東日本・NTT西日本がABC情報からABMを実施し，原価低減を
実現するのなら，相互接続料金の基礎となる原価は低減し，結果として相互接続料金が低廉化するこ
とになるからである。NTT東日本・NTT西日本の立場に立てば，相互接続料金の低廉化は，　NTT
東日本・NTT西日本の相互接続料金による接続収入を減少させるだけではなく，新規参入の電気通
信事業者の電気通信料金が引き下げられることによって，電気通信市場の競争を激化させ，NTT東
日本・NTT西日本の経営を圧迫させることになる。従って，　NTT東日本・NTT西日本は有用な
ABC情報を用いてABMを実施し，原価低減を図ることによって相互接続料金を引き下げるという
視点はなかった，あるいはそのような視点があったとしても自ら実施しようとはしなかったのではな
いかと思われる。一般に，製造業，サービス業でABCが導入されれば，正確な製品原価算定にとど
まらず，ABMを活用して原価低減を図るであろう。しかし，「接続会計」の中で適用されたABCに
おいては，相互接続料金のその特殊性から有用なABC情報を利用するプロセス管理の視点が欠如
し，単に間接費の正確な算定にとどまっていたのではないかと思われる。
　第三に，NTT東日本・NTT西日本に適用されたABCでは，　ABCによる分析結果を将来に活か
すことができなかったことである。通常，ABCは付加価値を生まない活動，非効率な業務活動，不
採算製品について明らかにする。このABCによる分析結果は，単なる仮定ではなく，実際に行われ
た業務活動に裏付けられた実際原価に基づいているため，付加価値を生まない活動，非効率な業務活
動等の実際原価を分析し，原因を把握することができれば，将来に対する業務活動の改善を行うこと
が可能となる28。NTT東日本・NTT西日本に適用されたABCについても，財務会計によって算出
された原価を用いていたため，活動セソターおよび各設備区分に割り当てられた原価は実際原価であ
った。従って，非効率な活動，不採算の設備区分における実際原価を分析し，その原因を把握するこ
とによって，将来における業務活動の改善が可能となる。しかしながら，上記の第二の問題点におい
て指摘したように，NTT東日本・NTT西日本が効率的な業務活動を行うことによって相互接続料
金を引き下げることになると，NTT東日本・NTT西日本は自社にとって不利な状況に陥るため，
業務活動の改善を試みようとするイソセソティブは働かず，結局，ABCによる分析結果を将来に活
かすことができなかったのではないかと思われる。
】V　おわりに
　製造業，サービス業で導入されたABCは，電気通信事業においても「接続会計」の中で主として
導入された。電気通信事業における相互接続料金は，新規参入の電気通信事業者における電気通信料
金の設定に多大な影響を及ぼすため，正確な算定が必要となる。相互接続料金算定の基礎となる原価
を正確に割り当てるために，従来の操業度関連の配賦基準を見直し，ABCを適用したことは評価す
べきことであろう。しかしながら，NTT東日本・NTT西日本で適用されたABCは，間接費・共通
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費の正確な割り当ての視点のみにとどまってしまった。通常ABCが導入されると，　ABC情報を利
用し，プロセスの変革を行うことによって原価低減がもたらされる。すなわち，ABC情報を利用し，
ABMを展開するというプロセス管理の視点がNTT東日本・NTT西日本において欠如していたの
であった。このプロセス管理の視点が欠如していたことによって，相互接続料金の低廉化は実現され
ず，2000年度からは将来志向の原価（forward　looking　cost）を前提とする長期増分費用方式が採用
されることになった。従って，NTT東日本・NTT西日本で適用されたABCは，相互接続料金算定
の基礎となる原価を正確に算定することにおいて意義があったといえるが，相互接続料金算定の基礎
となる原価の低廉化，ひいては相互接続料金の低廉化を実現するには至らなかったのである。しかし
ながら，相互接続料金は競争的な電気通信料金と異なり，NTT東日本・NTT西日本と新規参入の
電気通信事業者との利害が対立するため，NTT東日本・NTT西日本はABC情報からABMを実施
し，原価低減を実現しようというインセンティブは働かなかったのである。この電気通信事業におけ
る相互接続料金の特殊性が，プロセス管理の視点を阻害した最大の要因であったといえよう。
　最後に，電気通信事業におけるABCの今後の展望について示しておこう。
　1999年7月のNTT再編成以前，　NTTにおいてABCを全社的に導入することは，膨大な活動の
識別や多額のコストがかかることから困難であったと予想される。しかし，NTTの再編成によって
各事業ごとに会社が分割されたため（注8参照），「接続会計」以外でNTTの連結子会社ごとに
ABCを導入することは比較的容易であると考えられる。そこで，　NTT東日本・NTT西日本の「接
続会計」において適用されたABCのノウハウを活かして，　NTTの連結子会社ごとにABCを導入す
ることが考えられる。現在，NTT東日本・NTT西日本が事業を営む市内通信サービスでは，2000
年のプライス・キャップ規制の導入29，2001年のマイライソの導入によって30，市内通信料金が引き
下げられ，競争が激化している。また，NTTコミュニケーションズが事業を営む長距離通信サービ
スについても，2000年度からの長期増分費用方式導入による相互接続料金の低廉化によって，競争
が一層激しくなっている。このように，NTTの各連結子会社は，新規参入の電気通信事業者との競
争に生き残るために電気通信料金の低廉化を図る必要がある。そこで，NTTの各連結子会社はABC
を導入することによって，電気通信料金に係わる原価を正確に把握することはもちろんのこと，
ABC情報を利用し，　ABMを展開することで原価低減を図り，さらなる電気通信料金の低廉化が実
現される可能性がある。また，電気通信料金の低廉化が進むにつれ，NTTの各連結子会社は収益増
大による利潤確保は困難となり，コスト・ダウソによる利潤確保へ方向変換しなければならない。こ
こでも，ABC情報を利用したABMの実施による原価低減は，重要な課題となるであろう。　NTT東
日本・NTT西日本の「接続会計」において適用されたABCでは，原価低減が実現されなかったが，
仮にNTTの各連結子会社においてABCが導入されれば，電気通信料金の基礎となる原価の正確な
算定，さらには原価低減の実現と，ABCを最大限に活用することが可能であると考えられる。もち
ろん，NTTの各連結子会社に限らず，新規参入の電気通信事業者においてもABCが導入されれ
ば，電気通信料金の基礎となる原価の正確な算定，原価低減といったABCの効果が発揮されていく
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であろうと思われる。
注
1サービス業におけるABCについては，　W．　Rotch，“Activity－Based　Costing　in　Service　Industries，”加η2α1〔ゾ
　Costルlanagement，　Volume　4，　Number　2，　Summer　1990．を参照されたい。
2DDI（第二電電）は，2000年10月にKDDおよびIDO（日本移動通信）と合併し，　KDDIとなった。
3日本テレコム，東京通信ネットワーク（TTNet）などの電気通信事業者はGCから接続し，　NTTの回線網を
　利用している。
41999年度のNTTの都道府県内における電話とISDN合計のトラピックシェアは91．8％であり，市内における
　トラピックシェアは96．5％であった。総務省『トラピックからみた我が国の通信利用状況（平成11年度）』総
　務省，http：／／www．joho．soumu．go．jp／pressrelease／japanese／denki／001206j601．html，2001年9月18日。
5総務省は，2001年度内にNTTの独占状態である加入者回線を新規参入の電気通信事業者に割安な料金で開放
　することを義務付ける方針である。日本経済新聞，2001年7月28日朝刊1面。
6総務省『接続料算定の在り方についての電気通信審議会への諮問』総務省，http〃info．mpt．go，jp／pressrelease
　／lapanese／denki／990921j602．htm，2000年1月8日。
7NTTは純粋持株会社化により，市内通信事業を行うNTT東日本・NTT西日本，長距離・国際通信事業を行
　うNTTコミュニケーションズ，移動通信事業を行うNTTドコモ，データ通信事業を行うNTTデータに再
　編成された。
8　「指定電気通信設備の接続料に関する原価算定規則」第四条。
9　「指定電気通信設備接続会計規則」第六条。
10総務省『接続の基本的ルールの在り方について（要旨）』総務省，http：〃www．mpt．go．jp／policyreports／
　japanese／telecouncil／sougo／rule／summary－j．html，1999年12月4日。
11NTTの有価証券報告書総覧，財務省印刷局，2001年，8～9頁。
12総務省『接続料算定の在り方について（電気通信審議会答申）』総務省，http：／／info．mpt．go．jp／pressrelease／
　japanese／denki／000209j602．htm1，2000年3月15日。
13佐藤治正「電気通信産業における競争ルール整備を巡る議論一増分費用導入とユニバーサル・サービスを中心
　に一」『三田商学研究』，第43巻第3号，2000年，123頁。
14forward　looking　costは，最新のものと同価値である設備に取り替える場合に要する最小の支出をもって，評
　価替えすることを要求している。例えば，アナログ交換機の再評価において，アナログ交換機よりも安価で効
　率的にサービスを提供するデジタル交換機が登場すると，このデジタル交換機に基づいて原価の算定がなされ
　ることになる。関口博正「電気通信の接続会計問題一windfall　lossの存否一」『公益事業研究』，第50巻第3号，
　1999年，16頁および春日教測，太田耕史郎「中間財の料金設定に関する理論と適用一電気通信事業の事例一」
　『InfoCom　REVIEW』，第24号，2001年，63頁。
15各活動センター内の活動については，NTT東日本『1999年度（7月～3月）接続会計処理手順書』を参照さ
　れたい。
16櫻井通晴『新版　間接費の管理』，中央経済社，1998年，126頁。
17Raf五sh，　Norm　and　Peter　B．　B．　Turney，“Glossary　of　Activity－Based　Management，”ノburnal〔of　Cost　Manαgement，
　Volume　5，　Number　3，　Fall　1991，　p．57．
18田中隆雄「アクティビティ会計の理論構造とその有用性」『会計』，第143巻第6号，1993年，3頁。
19Turney，　P．　B．　B．，“Using　Activity・Based　Costing　to　Achieve　Manufacturing　Excellence，”ノbπ7ηα10f　Cost
　Management，　Volume　3，　Number　2，　Summer　1989，　p．25．
20福家秀紀「ABCIABMの意義と業績管理」『InfoCom　REVIEW』，第18号，1999年，8頁。
21福家秀紀，同上論文，8頁。
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22資源の原価は詳細に区分されており，原価の性質により資源ドライバーも異なる。
23NTT西日本『1999年度接続会計報告書』においては，「コスト・ドライバー」という記述ではなく，「特に重
　要な費用帰属基準」と記されている。
24福家秀紀「電気通信事業の公正競争と『接続会計』」『公益事業研究』，第50巻第2号，1998年，20頁。
25福家秀紀『情報通信産業の構造と規制緩和一日米英比較研究』，NTT出版，2000年，53頁。
26会計フロンティア研究会『管理会計のフロンティア』，中央経済社，1994年，38頁。
27Rathsh＆Tumeyによれば，プロセスとは「特定の目的を遂行するために係わる一連の活動」である。また
　櫻井は，プロセスの変革の例として，納期の短縮化，商品開発時間の短縮を挙げている。Ra伍sh，　Norm　and
　Peter　B．　B．　Turney，　op．　cit．　p，61および櫻井通晴『管理会計』，同文舘，1997年，197頁。
28Kaplan，　Robert　S．　and　Cooper，　Robin，　COS7’＆肝ECT，　HARVERD　BUSINESS　SCHOOL　PRESS，1998．
　（櫻井通晴訳『コスト戦略と業績管理の統合システム』，ダイヤモンド社，1998年，143頁。）
29プライス・キャップ規制とは，前年度の消費者物価指数変動率から生産性向上見込率（X）を差し引き，外生
　的要因を考慮した率を上限として料金を設定する料金規制である。プライス・キャップ規制は2000年から
　NTT東日本・NTT西日本にのみ適用されている。この点については拙稿，「電気通信事業における料金規制
　一プライス・キャップ規制を中心として一」『商学研究論集』第14号，2001年で考察している。
30マ・イライソとは電話会社事前登録制のことであり，2001年5月より導入された。従来，新規参入の電気通信
　事業老を利用する場合，識別番号（例えば，日本テレコムは「0088」）が必要であった。この識別番号の煩雑
　さはNTTとの競争上，不公平であるという観点から，利用する電話会社をあらかじめ登録するマイラインが
　導入された。このマイライソの導入に伴う利用者獲得のために，各電気通信事業者は市内通信料金を引き下げ
　た。日本経済新聞，2001年1月10日朝刊3面。
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